
別紙１ 

○ＭＶＮＯに係る電気通信事業法及び電波法の適用関係に関するガイドラインの一部改定案 新旧対照表 

（「第二種指定電気通信設備制度の運用に関するガイドライン（廃止）」について、本改正案に関連する該当部分のみを参考として記載） 

改定案 平成 27年 11月 11日意見募集案 

２ 電気通信事業法に係る事項 

(２)ＭＶＮＯとＭＮＯとの間の関係 

２）事業者間接続による場合 

  イ 二種指定事業者の接続に係る規律 

（ア）アンバンドル機能等 

ウ）開放を促進すべき機能 

    「開放を促進すべき機能」には、次の①から⑤までに掲げる機能

が該当する。 

① 料金情報提供機能 

② 携帯電話のＥメール転送機能 

③ パケット着信機能 

④ 端末情報提供機能 

⑤ ＨＬＲ／ＨＳＳ連携機能 

 

 

 

 

 

 

ウ）開放を促進すべき機能 

 

「開放を促進すべき機能」は、ＩＣＴサービス安心・安全研究会 携

帯電話の料金その他の提供条件に関するタスクフォースにおける

議論を踏まえ、検討。 

 

＜参考＞第二種指定電気通信設備制度の運用に関するガイドライン 

４ 注視すべき機能 

注視すべき機能には、次の①から⑧までに掲げる機能が該当する。 

① 料金情報提供機能 

② 課金機能・コンテンツ情報料の回収代行機能 

③ 大容量コンテンツ配信機能 

④ ＧＰＳ位置情報の継続提供機能 

⑤ ＳＭＳ接続機能 

⑥ 携帯電話のＥメール転送機能 

⑦ パケット着信機能 

⑧ 端末情報提供機能 
  

 

 


